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財政健全化及び経営健全化に係る審査意見の提出について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3条第 1項及び第 22条第 1項の規定により令和 6

年度の実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びに資金不足比率

並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり意見を提出し

ます。 
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凡      例 

 

本文、表及び図中の金額等の記述は、次の要領による。 

１ 表中に用いた年度は、審査意見を除き、原則として元号を省略した。 

２ 本文中に用いた金額は、原則として万円未満を切り捨てて表示した。 

３ 本文及び表中に用いた比率は、総務省が示す算定方法に基づいている。 

４ 各表中、負の値となるものは値の前に「△」を付している。 

５ 各表の資料は、各会計決算書又は関係部局等からの提出物を基に作成した。 

６ 用語の定義等は特段の定めがある場合を除き、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令及び地方公共団体の財政の

健全化に関する法律施行規則の定めるところによる。 
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令和 6年度 浜松市財政健全化及び経営健全化に係る審査意見 

 
第１ 審査の基準 

  この審査は、浜松市監査基準(令和 2 年浜松市監査委員告示第 2 号)に準拠して実施した。 

 

第２ 審査の対象 

 １ 令和 6 年度決算に基づく健全化判断比率 

  (1) 実質赤字比率 

  (2) 連結実質赤字比率 

  (3) 実質公債費比率 

  (4) 将来負担比率 

 

 ２ 令和 6 年度決算に基づく資金不足比率 

  (1) 地方公営企業法適用企業 

   ア 浜松市病院事業会計決算 

   イ 浜松市水道事業会計決算 

   ウ 浜松市下水道事業会計決算 

  (2) 地方公営企業法非適用企業 

   ア 浜松市と畜場・市場事業特別会計決算 

   イ 浜松市中央卸売市場事業特別会計決算 
 

    (注) 「地方公営企業法適用企業」は地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業(以下「法適用企

業」という。)、「地方公営企業法非適用企業」はそれ以外の公営企業(以下「法非適用企業」という。)。 

 

 ３ 上記比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第３ 審査の期間 

  令和 7年 7月 1日から同年 8月 22 日まで 

 

第４ 審査の着眼点及び実施内容 

  以下の点を着眼点とし、検証した。 

  ・地方公共団体の財政の健全化に関する法律(以下「健全化法」という。)その他関係法令に

基づいて算定されているか 

  ・その算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成されているか 

  審査手続については、関係資料との照合、関係職員からの説明聴取等により審査を行った。 
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第５ 審査の結果 

  前記のとおり審査した限り、重要な点において、健全化判断比率及び資金不足比率並びにそ

れらの算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合し、かつ正確であることが認められ

た。 

 １ 健全化判断比率 

６年度 ５年度 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 － － 11.25 20.00

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 16.25 30.00

実 質 公 債 費 比 率 3.3 3.8 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 － － 400.0

(単位：％)

区　　分

 

    (注) 1 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質収支及び連結実質収支が黒字であるため「－」と 

       記載した。 

      2 将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回るため「－」と記載した。 

      3 早期健全化基準…基準値以上の場合、健全化法第 4条第 1項に規定する「財政健全化計画」を 

                定めなければならない。 

      4 財政再生基準…基準値以上の場合、健全化法第 8条第１項に規定する「財政再生計画」を定 

                めなければならない。 

 

 ２ 資金不足比率 

 

６年度 ５年度 早期健全化基準

病 院 事 業 会 計 － －

水 道 事 業 会 計 － －

下 水 道 事 業 会 計 － －

と 畜 場 ・ 市 場 事 業 特 別 会 計 － －

中 央 卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計 － －

20.0

(単位：％)

区　　分

     

     (注) 全ての公営企業会計において、資金不足額は計上されていないため、資金不足比率は「－」と記載 

     した。 
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 ３ 審査意見  

令和 6年度決算における健全化判断比率について、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、

一般会計等が黒字のため算定されなかった。3 年間の平均で表される実質公債費比率は 3.3％

で、元利償還金の減により、令和 5年度に比べ 0.5 ポイント改善している。将来負担比率は、

充当可能財源等が将来負担額を上回ることから算定されなかった。 

各比率とも財政状況の悪化を示す早期健全化基準を大きく下回る結果であったが、今後、

西部清掃工場やアクトシティ浜松などの大規模公共建築物の整備更新に加え、インフラ資産

の老朽化に伴う財政需要の増大等が控えている。一方、令和 7 年 3 月に策定された中期財政

見通しでは、令和 7 年度から令和 16年度までの計画期間において 1,077 億円の収支不足が見

込まれている。 

こうした状況を踏まえ、中期財政見通しに基づく収支不足対策とともに、世代間の負担の

公平性も考慮したうえで必要な投資は着実に行うなど、安定的かつ持続可能な財政運営に努

められたい。 

また、公営企業会計においても資金不足比率は、資金不足額が発生していないことから算

定されなかった。今後も公営企業会計については、安定した経営基盤を維持されたい。 

 

 

【参考】健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

公共用地取得事業

育英事業

学童等災害共済事業

公債管理

国民健康保険事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

小型自動車競走事業

駐車場事業

病院事業

水道事業

下水道事業

と畜場・市場事業

中央卸売市場事業

浜名湖ボートレース企業団

浜名学園組合

静岡県後期高齢者医療広域連合

静岡地方税滞納整理機構

(注) 資金不足比率は、公営企業会計ごとに算定する。
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第６ 健全化判断比率及び資金不足比率の状況 

 １ 健全化判断比率  

  (1) 実質赤字比率 

   ・一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

   ・福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、

財政運営の悪化の度合いを示すもの 
 
 
 

 

 
    
 

    ※1 一般会計等の実質赤字額は、一般会計及び特別会計のうち、普通会計に相当する会計における実質 

     赤字の額をいう。 

    ※2 標準財政規模とは、地方公共団体の一般財源の標準規模を示したもの。 

      標準財政規模(228,440,968千円)は、標準税収入額等(184,282,776千円)、普通交付税(39,677,408千円)、 

     臨時財政対策債発行可能額(4,480,784千円)の合計。 

 

 

 
 
 
 

実質赤字比率の状況 

               区　　　　　　 分

６年度 ５年度 増　減

           一 　般 　会 　計 7,366,638 7,542,998 △ 176,360

112,629 93,952 18,677

－ － －

10,200 2,736 7,464

1,099 1,946 △ 847

0 0 0

           合             計 7,490,566 7,641,632 △ 151,066

           0 0 0

228,440,968 223,069,265 5,371,703

－ －

　　 (△ 3.27) (△ 3.42) 0.15

(a)合 計

(単位　金額：千円、比率：％、比率増減：ポイント)

実 質 収 支 額

一

般
会
計

等

 一般会計等

 に属する
 特別会計

区 分

一 般 会 計

実 質 赤 字 額

標 準 財 政 規 模

実 質 赤 字 比 率

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

公共用地取得事業

育英事業

学童等災害共済事業

公債管理

　(A)/(B)

( 参 考 ) (△a)/(B)

(B)

(A)

 

  (注) 1 実質収支が黒字である場合、負の値で表示される。 

     2 母子父子寡婦福祉資金貸付事業の実質収支額は、事業繰越額を控除した額。 

3 公共用地取得事業は、令和 4年度以降事業が無かったため「－」と記載した。 

     

    対象となる会計別の実質収支額の合計は 74 億 9,056 万円の黒字であり、実質赤字額 0 円

のため、実質赤字比率は算定されない。(報告上「－」で表示) 

    参考として括弧内に表示した実質黒字額の標準財政規模に対する比率は、△3.27％であ

る。 

    また、令和6年度の標準財政規模は2,284 億 4,096万円で、令和5年度に比べて、53億 7,170

万円増加した。主として標準財政規模を構成する臨時財政対策債発行可能額が減少したものの、

普通交付税額及び標準税収入額が増加したことによるものである。 

 

                 一般会計等の実質赤字額 (A)       0 円 
実質赤字比率 0％ ( － ) ＝    
                 標 準 財 政 規 模 (B) 228,440,968 千円 
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  (2) 連結実質赤字比率 

   ・一般会計、特別会計及び公営企業会計の全てを対象とした実質赤字額又は資金不足額の標

準財政規模に対する比率 

   ・全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地

方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示すもの 
 

 

 

 
 
 

連結実質赤字比率の状況 
 

６年度 ５年度 増　減

7,366,638 7,542,998 △ 176,360

112,629 93,952 18,677

－ － －

10,200 2,736 7,464

1,099 1,946 △ 847

0 0 0

(a) 7,490,566 7,641,632 △ 151,066

1,677,305 2,220,761 △ 543,456

922,306 1,026,137 △ 103,831

72,229 47,808 24,421

744,648 739,666 4,982

22,443 25,367 △ 2,924

(b) 3,438,931 4,059,739 △ 620,808

5,780,011 5,534,970 245,041

4,884,713 6,113,649 △ 1,228,936

5,185,701 5,487,836 △ 302,135

0 0 0

－ 1,614 △1,614

31,039 22,812 8,227

(c) 15,881,464 17,160,881 △ 1,279,417

 (a)+(b)+(c)=(d) 26,810,961 28,862,252 △ 2,051,291

(A) 0 0 0

　　　 　　 (B) 228,440,968 223,069,265 5,371,703

　　　　 　 (A)/(B) － －

　　　　 (△d)/(B) (△ 11.73) (△ 12.93) (1.20)

 公営企業
 に係る
 特別会計

法

適
用

病院事業

 一般会計等以外

 の特別会計のう
 ち公営企業に係
 る特別会計以外

 の特別会計

国民健康保険事業

介護保険事業

小 計

(単位　金額：千円、比率：％、比率増減：ポイント)

実質収支額又は資金不足・剰余額

一

般
会
計

等

区 分

一 般 会 計

公債管理

 一般会計等
 に属する

 特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

公共用地取得事業

育英事業

学童等災害共済事業

連結実質赤字比率

( 参 考 )

後期高齢者医療事業

小型自動車競走事業

駐車場事業

合 計

農業集落排水事業

中央卸売市場事業

水道事業

下水道事業
法

非

適
用

連 結 実 質 赤 字 額

標 準 財 政 規 模

小 計

小 計

と畜場・市場事業

  
  (注) 1 連結実質収支が黒字である場合、負の値で表示される。 

    2 母子父子寡婦福祉資金貸付事業の実質収支額は、事業繰越額を控除した額。 

3 公共用地取得事業は、令和 4年度以降事業が無かったため「－」と記載した。 

4  農業集落排水事業は、令和 6年度から下水道事業会計に経営統合されたため「－」と記載した。 
 

    対象となる会計ごとの実質収支額又は資金不足・剰余額の合計は268億 1,096万円の黒字で

あり、連結実質赤字額0円のため、連結実質赤字比率は算定されない。(報告上「－」で表示) 

    参考として括弧内に表示した連結実質黒字額の標準財政規模に対する比率は、△11.73％で

ある。 

                  連結実質赤字額 (A)        0 円 
連結実質赤字比率 0％ ( － ) ＝ 
                  標準財政規模  (B)  228,440,968 千円 
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  (3) 実質公債費比率 

   ・一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する

比率の3か年平均 

   ・借入金(地方債)の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示すも

の 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

実質公債費比率の状況 

６年度(a) ５年度(b) ４年度(c) ３年度(d)
増　減
(a)-(b)

元利償還金 (A) 22,138,224 24,489,860 25,816,017 28,964,026 △ 2,351,636

準元利償還金 (B) 12,749,553 11,537,801 11,922,260 10,930,109 1,211,752

(A)又は (B)に充てられ
る特定財源

(C) 4,950,926 4,968,599 5,237,390 5,580,213 △ 17,673

算入公債費及び算入
準公債費の額

(D) 24,417,698 24,830,890 24,632,484 25,424,430 △ 413,192

標準財政規模 (E) 228,440,968 223,069,265 218,550,571 227,707,392 5,371,703

2.70516 3.14176 4.05759 4.39458 △ 0.43660

3.3

3.8

区　　　分

実質公債費比率(単年度)
((A+B)-(C+D))/(E-D)

6年度実質公債費比率
( 3 か 年 平 均 )

5年度実質公債費比率

( 3 か 年 平 均)

(単位　金額：千円、比率：％、比率増減：ポイント)

 

    令和 6 年度(4 年度から 6 年度までの 3 か年平均)の実質公債費比率は 3.3％で、早期健全化

基準25.0％を大きく下回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質公債費比率(単年度) 2.70516％ 
 
  ( 元利償還金(A) 22,138,224 千円   ＋ 準元利償還金(B)  12,749,553 千円   ) 
 
 －( (A)又は(B)に充てられる特定財源(C)＋ 算入公債費及び算入準公債費の額(D) ) 
           4,950,926 千円             24,417,698 千円 
＝ 
  ( 標準財政規模(E)         － 算入公債費及び算入準公債費の額(D) ) 
          228,440,968 千円            24,417,698 千円 
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  (4) 将来負担比率 

   ・一般会計等の借入金(地方債)や将来支払っていく可能性のある負債等の標準財政規模を基本

とした額に対する比率 

   ・地方公共団体の一般会計等の借入金(地方債)や将来支払っていく可能性のある負担等の現時 

点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの 
 

 

 

 
 
   

将来負担比率の状況 
 

６年度 ５年度 増　減

ア　将来負担額 (A) 416,838,336 423,093,200 △ 6,254,864

287,282,537 286,892,416 390,121

7,873,179 9,549,521 △ 1,676,342

59,559,572 63,968,092 △ 4,408,520

0 0 0

62,123,048 62,683,171 △ 560,123

0 0 0

0 0 0

0 0 0

イ　充当可能財源等 (B) 481,988,563 487,873,002 △ 5,884,439

93,610,134 87,440,441 6,169,693

33,551,749 35,585,155 △ 2,033,406

354,826,680 364,847,406 △ 10,020,726

ウ　標準財政規模 (C) 228,440,968 223,069,265 5,371,703

エ　算入公債費等の額 (D) 24,417,698 24,830,890 △ 413,192

－ －

(△31.9) (△32.6) ( 0.7)

 (ｸ) 組合等連結実質赤字額の一般会計等負担見込額

( 参　　考 )

将来負担比率((A)-(B))/((C)-(D))

 (ｲ) 特定財源見込額

 (ｳ) 基準財政需要額算入見込額

 (ｱ) 充当可能基金額

区　　　分

 (ｱ) 当年度末一般会計等地方債現在高

 (ｲ) 債務負担行為に基づく支出予定額

 (ｷ) 連結実質赤字額

 (ｳ) 一般会計等以外の特別会計に係る地方債償還繰入見込額

 (ｴ) 組合等の地方債償還に係る負担等見込額

 (ｵ) 退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額

 (ｶ) 設立法人負債額等に係る一般会計等負担見込額

(単位　金額：千円、比率：％、比率増減：ポイント)

  

※1 充当可能基金額……ア(ｱ)からア(ｶ)までの償還額等に充てることができる地方自治法第 241 条の基

金 

  ※2 特定財源見込額……地方債の償還財源に充当することができる国庫支出金、転貸債の償還金、公営住宅

賃貸料、都市計画税など特定の歳入見込額 

  ※3 基準財政需要額算入見込額……地方債の償還等に要する経費として、公債費又は事業費補正若しくは密

度補正により比率算定年度以降において基準財政需要額に算入される

ことが見込まれる額 

  ※4 基準財政需要額…各地方公共団体の財政需要を合理的に測定するために、当該団体について地方交付税

法第 11条の規定により算出した額 

 

    充当可能財源等が将来負担額を上回るため、将来負担比率は算定されない。(報告上「－」で表示) 

    参考として括弧内に上回る額としてマイナス表示した将来負担比率は△31.9％で、早期健全

化基準400.0％を大きく下回っている。 

将来負担比率 △ 31.9％ ( － ) 
 
  将来負担額 (A) 416,838,336 千円 － 充当可能財源等 (B) 481,988,563 千円 
＝  
  標準財政規模 (C) 228,440,968 千円 － 算入公債費等の額 (D)  24,417,698 千円 
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【参考】他の政令指定都市との比較(令和 5年度決算に基づく健全化判断比率) 

(単位：％)

区　　　分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

札 幌 市              －              － 2.9 18.2

仙 台 市              －              － 6.1 52.3

さ い た ま 市              －              － 6.3 20.1

千 葉 市              －              － 10.7 122.4

横 浜 市              －              － 9.5 127.2

川 崎 市              －              － 8.4 124.0

相 模 原 市              －              － 2.8             －

新 潟 市              －              － 12.1 123.0

静 岡 市              －              － 6.1 31.9

名 古 屋 市              －              － 6.4 83.0

京 都 市              －              － 11.8 140.5

大 阪 市              －              － 0.9             －

堺 市              －              － 5.4             －

神 戸 市              －              － 4.9 62.6

岡 山 市              －              － 5.6             －

広 島 市              －              － 9.6 165.4

北 九 州 市              －              － 10.1 143.2

福 岡 市              －              － 8.0 66.9

熊 本 市              －              － 5.5 92.9

浜 松 市              －              － 3.8             －

政令指定都市平均              －              － 6.6 63.0

全 市 区 町 村 平 均              －              － 5.6 6.3
  

 資料 総務省の「令和 5年度地方公共団体の主要財政指標一覧」より一部加工 
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 ２ 資金不足比率 

  ・公営企業会計ごとにおける資金不足額の事業規模(料金収入の規模)に対する比率であり、

資金不足額は、法適用の公営企業においては、流動負債の額から流動資産の額を控除した

額を基本として算定され、また、法非適用の公営企業は、実質赤字額と事業規模で算定さ

れる。 

  ・公営企業の資金不足を、公営企業の企業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、

経営状態の悪化の度合いを示すもの 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

     ※1 流動負債…1 年内償還予定地方債(地方公共団体が発行した地方債のうち、1 年以内に償還予定の

もの)、未払金、未払費用、前受金、前受収益、賞与等引当金 等 

     ※2 流動資産…現金預金、未収金短期貸付金、基金 等 

     ※3 事業の規模(法適用企業)……営業収益の額 － 受託工事収益の額 

     ※4 事業の規模(法非適用企業)…営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額 

 

 

  (1) 公営企業会計(法適用企業)…地方公営企業法第 2条の事業 

   ア 病院事業会計 

６年度 ５年度 増　減

資金の不足額 (A)=(a)-(b) △ 5,780,011 △ 5,534,970 △ 245,041

　流動負債等 (a) 862,580 947,400 △ 84,820

　流動資産等 　(b) 6,642,591 6,482,370 160,221

事業の規模 (B) 26,221,362 23,113,639 3,107,723

資金不足比率 (A)/(B) － －

(単位　金額：千円、比率：％)

区　　分

 
 
 
 

     病院事業会計の資金不足比率は、資金不足額が発生していないため算定されない。 

 

 

 

 

 
流動負債 － 流動資産 

資金不足比率(法適用企業)  ＝  
事業の規模 

 
歳出額 － 歳入額 

資金不足比率(法非適用企業) ＝  
事業の規模 
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   イ 水道事業会計 

６年度 ５年度 増　減

資金の不足額 (A)=(a)-(b) △ 4,884,713 △ 6,113,649 1,228,936

　流動負債等 (a) 3,368,165 3,111,763 256,402

　流動資産等 　(b) 8,252,878 9,225,412 △ 972,534

事業の規模 (B) 10,430,363 10,342,151 88,212

資金不足比率 (A)/(B) － －

(単位　金額：千円、比率：％)

区　　分

 
 
 

     水道事業会計の資金不足比率は、資金不足額が発生していないため算定されない。 

 

 

   ウ 下水道事業会計 

     

６年度 ５年度 増　減

資金の不足額 (A)=(a)-(b) △ 5,185,701 △ 5,487,836 302,135

　流動負債等 (a) 3,374,559 5,001,503 △ 1,626,944

　流動資産等 　(b) 8,560,260 10,489,339 △ 1,929,079

事業の規模 (B) 11,059,612 11,403,903 △ 344,291

資金不足比率 (A)/(B) － －

(単位　金額：千円、比率：％)

区　　分

 
 

 

     下水道事業会計の資金不足比率は、資金不足額が発生していないため算定されない。 
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  (2) 公営企業会計(法非適用企業)…地方財政法施行令第 46 条の事業 

   ア と畜場・市場事業特別会計 

６年度 ５年度 増　減

資金の不足額 (A)=(a)-(b) 0 0 0

　歳出額等 (a) 360,032 317,250 42,782

　歳入額等 　(b) 360,032 317,250 42,782

事業の規模 (B) 128,146 133,246 △ 5,100

資金不足比率 (A)/(B) － －

区　　分

(単位　金額：千円、比率：％)

 
 
 

     と畜場・市場事業特別会計の資金不足比率は、資金不足額が発生していないため算定され

ない。 

 

 

   イ 中央卸売市場事業特別会計 

６年度 ５年度 増　減

資金の不足額 (A)=(a)-(b) △ 31,039 △ 22,812 △ 8,227

　歳出額等 (a) 638,436 642,580 △ 4,144

　歳入額等 　(b) 669,475 665,392 4,083

事業の規模 (B) 451,968 449,564 2,404

資金不足比率 (A)/(B) － －

(単位　金額：千円、比率：％)

区　　分

 
 
 

     中央卸売市場事業特別会計の資金不足比率は、資金不足額が発生していないため算定され

ない。 

 

 
 


